
 

 

◎若い世代に訴求する住職近接の仕事づくりゼミナールを通じて、実現可能

性の高いアクションプランを創出 

No.03 
多摩地域在住者のワークライフバランスに寄与する 

NPO 等の活動に対するコーディネート支援事業（H24） 

実施主体 株式会社 タウンキッチン 実施市町村 
東京都 
多摩地域 

 
◎事業の背景 

多摩地域は全国と比較して年少人口比率が高く、世帯構成においても「夫婦と子ども（核家族）」

世帯の比率が全国と比較して高い状況にある。つまり、多摩地域は「夫婦二人による子育て」の課題

先進地域と言える。 

多摩地域の通勤者の動きは都内他地域への「流出超過」となっている。このことは「仕事（ワーク）

の場」と「生活（ライフ）の場」の地理的分断を意味し、「稼ぎの場と子育ての場の分断」につなが

っている。 

多摩地域の女性は区部と比較して就業率が低く、配偶者がいる割合が高い。全国と比較して 30 歳

代に仕事から離れる人が多く、仕事への復帰時期も遅い傾向が見られる。また、30歳代後半からの女

性有配偶者の就業率も低い。こうした統計から、「夫（男性）は他地域に稼ぎに行き、妻（女性）は

地元で子育てをする」という性別役割分業の傾向があると言える。 

以上より、対症療法として子育て支援や男女共同参画促進を行うとともに、根治療法として職住近

接（地域の仕事の場づくり）の実現が重要と考える。  
 

◎事業の概要 

【事業１】多摩地域の新しい公共の担い手とコミュニティ大学との連携の構築 

新しい公共の担い手である NPO法人 tadaima!（多摩地域を中心に子育て支援や男女共同参画社会の

形成の促進を図る活動）と、多摩地域をフィールドとするコミュニティ大学である東京にしがわ大学

の相互連携のもとで、現役世代を対象としたワークライフバランスの課題解決ゼミナールの実施計画

を策定した。その中で、NPO法人 tadaima!の活動を多摩地域の現役世代に対して普及啓蒙するために

必要となるコンテンツ（ゼミナール）の企画開発（カリキュラム設計など）や普及対象者にリーチす

るためのノウハウ（広報など）に関するスキルの向上を図った。 

【事業２】現役世代対象のワークライフバランスの課題解決ゼミナールの実施 

多摩地域の現役世代（主に区部に通勤し、在住地域との接点が少ない 20～30 代の社会人）を対象

とした課題解決ゼミナールを実施した。ゼミナールは、NPO法人 tadaima!の活動の普及啓蒙を図りな

がら、「地域の仕事の場づくり」に主眼を置いたカリキュラムとした。具体的には、ゼミナールの受

講者が主体となった「地域の仕事の場づくり」に向けてのアクションプランを立案することをゴール

とし、そのために、地域の仕事の場づくりを実践するゲストを招聘し、必要な学習・体験の機会を提

供するものとした。結果として、地域の仕事の場づくり（課題解決の継続的事業化）に向けた人材の

育成とその経営スキルの向上を目指した。 

【事業３】課題解決ゼミナール修了者による地域の仕事の場づくりの活動支援 

課題解決ゼミナール修了後、地域の仕事の場づくり（課題解決の継続的事業化）を目指してアクシ

ョンを始動する者に対して、地域の企業や金融機関・創業支援機関・コミュニティビジネス事業者と

連携を図りながら、その活動支援を行った。具体的には、多様な地域主体を招集したアクションプラ

ン発表・検討会を開催し、アクションプランへの多様な地域主体の参画を生み出すことを目標とし、

これによって、現役世代単体ではなく多様な地域主体との協働による、より現実的な「地域の仕事の

場づくり」の実現を図った。 

 



 

 

ステークホルダー 役割 

①株式会社 タウンキッチン 事業全体の企画・運営、協力先との連携 

②東京にしがわ大学 事業１に関して、若い世代（20～30 代）を対象とした社会的

企業を支援するセミナー等の設計に関する指導・アドバイス 

③CESAくにたち 事業２ではゼミナールのメンターとしての役割を担い、事業

３ではアクションプランの立案及び実現に向けた助言・アド

バイスを実施 

④多摩信用金庫 事業２ではゼミナールのメンターとしての役割を担い、事業

３では多摩地域の中小企業等への参加の呼びかけを実施 

 

 

 

（１）中間支援の特徴（取組の中で見られた工夫や取組が上手く進んだポイント等） 

●…中間支援における特徴的な工夫  ●…中間支援における失敗と対応 

 

実施中（平成２４年度） 

●若い世代（20～30 代）に訴求力のある人材の起用、SNS の活用、告知ツールの工夫

等により若い世代（20～30 代）のゼミナール参加を促進 

多摩地域の現役世代（20～30代）に特化して募集を行う必要があったことから、ゼミナールの最初

に行われたトークセッションのモデレーターやゲスト、及びその後の「くらしとしごとのワークショ

ップ」のファシリテーターやメンターとして、若い世代や子育て世代の間で人気があり知名度の高い

人材を起用した（主な人材は下表参照）。 

表 ゼミナールに起用した人材 

氏名 肩書・所属 役割 プロフィール 

兼松 佳宏 Webマガジン 

「greenz」編集長 

モデレーター

／ファシリテ

ーター 

・関東を中心に 14 万人の読者をもち、その中心

が 20～30代という webマガジンの編集長 

・暮らしと世界を変えるグッドアイデアを厳選し

て紹介し、クリエイティブでワクワクする社会

をつくるムーブメントを起こすことを目的と

している 

中村 健太 株式会社シゴト

ヒト 代表取締

役 

ゲスト／メン

ター 

・求人サイト「東京仕事百科」の立ち上げ、企業

を訪問し働く人の声を聞く会員制ワークショ

ップ「東京仕事参観」の実施、シブヤ大学しご

と課のディレクター等、若い世代や企業に対し

て新たな求人マッチングの機会を提供してい

る 

藤田 ゆみ くらすこと 

主宰 

ゲスト／メン

ター 

・オーガニックな暮らしやゆったりとした子育て

をテーマに、子どもと一緒に参加できるワーク

ショップやカフェの運営等、女性が社会とつな

がる仕組みや場の提供に取り組む 



 

 

また、上記人材の起用にあたっては、彼ら自身の Facebookアカウントから「未来キャンプ」に参加

する内容を情報発信してもらい、彼らをフォローする若い世代へ広く周知を図ることができた。 

チラシの制作では、若い世代に響きやすい言葉の選定（キ

ャッチコピー）に配慮した。例えば、現役世代を対象とした

ゼミナールの名称を「未来キャンプ」とし、サブタイトルを

「「くらし」のそばに「しごと」をつくる」としたことで、

何か新しいものにチャレンジできる要素や自分たちの将来

のために考える要素等を感じられるようにした。また、素材

やデザインにもこだわり、厚手の紙を使った三角形とするデ

ザイン性の高いものとした（右写真参照）。なお、これらの

検討にあたっては、アートグラフィックを専門とするデザイ

ナーやコピーライターとともに意見交換を重ねて、若い世代

をターゲットにしたデザインコンセプトを重視した。 

このような工夫・配慮の結果、定員 30 名に対して 60 名

の応募があり、半数以上が多摩地域からの参加で、20 代・

30代が全体の９割近くを占めた。 

 

●ゼミナールをけん引する「本気度の高い」参加メンバーの確保 

ゼミナールを単なる意見交換や動機づけに終わらせることなく、具体的な「しごとづくり」につな

げることが重要であったことから、参加者の募集にあたってはある程度「本気度の高い」参加者を確

保することに配慮した。 

参加者の募集にあたっては 50名ほどのキャスティングを想定し、まずは、既に何か社会的起業をし

ている人を 10名程度想定し、直接声かけをして参加してもらうようにした（支援対象である NPO法人

tadaima！も含まれる）。それ以外の参加者としては、起業への志をもつサラリーマンを 10名程度、主

婦層が５名程度、学生が５名程度といった想定をした。 

既にアクションを起こしている 10名がゼミナールをけん引し、他の参加者への刺激になるとともに、

他の参加者の新たな意見やアイデアがこの 10名への刺激となった。 

 

●参加者の主体性を引き出すワークショップ等の効果的な運営により、地域の仕事づくり

につながる 15 のアクションプラン創出と推進に向けた協力関係の構築 

参加者の主体性を引き出す工夫がなされたプロアクションカフェ形式の話し合いの手法を用いるこ

とで、参加者による自主的で建設的な議論の促進に寄与した。ゼミナール全体の具体的な話し合いの

進め方は以下の通りである。 

表 話し合いの流れ 

流れ 具体的な内容 

①くらしとしごとの

未来を考えるトー

ク 

・若い世代に訴求力のある人材を起用したトークセッションを実施 

・若い世代が新たに仕事づくりに取り組んでいくことの大切さ等を共有

し、起業等への関心を高める 

②くらしとしごとの

ワークショップ 

◆プロアクションカフェ形式の話し合い 

①話し合いの初めに、15の旗が用意され、参加者は立候補制でその 15の



 

 

流れ 具体的な内容 

旗を先着順に取り、自分のプロジェクト案（しごとの芽）を発表する。 

②発表された 15のプロジェクト案に関して、旗を取っていない参加者は、

自分が応援したい、あるいは応援できると考える提案のテーブルに分か

れる。 

③それぞれの提案ごとに、立候補者と他のメンバー間の意見交換を通じ

て、プロジェクト案の課題や具体化されていないところ等についてブラ

ッシュアップし、プロジェクト案の質を高めていく。 

④話し合いでは 15 のプロジェクト案の間で、立候補者以外のメンバーを

数回シャッフルする。これにより、立候補者はより多くの参加者から厳

しい指摘やアイデアを受けることができ、よりプロジェクトの実現性を

高めることができる。 

③オールナイト作戦

会議！ 

・その後はメンバーを固定し、夜から朝にかけて徹夜でプロジェクト案の

実現に向けて話し合いを行う。 

④くらしとしごと・プ

レゼンテーション

発表会 

・話し合った結果（プロジェクト案の内容）についてプレゼンテーション

発表会を開催し意見交換を行う。 

⑤振り返り・ネクスト

ステップアップ 

・発表会の結果を踏まえて、メンバーで振り返り、今後の展開にむけて話

し合う。 

 

参加者の主体性を引き出す点で工夫された大きな特徴は、参加者自ら旗を取って自分のプロジェク

ト案を発表するという自発的参画を促す点にある。これによって、15のプロジェクトに自動的にプロ

ジェクトリーダーが生まれ、また他の参加者が応援者となることでプロジェクト推進にあたっての協

力関係の構築やファンづくりのきっかけとなった。その結果、話し合いに終始してしまいプロジェク

トが実現しない状況を回避することができ、実現が期待される 15のアクションプランが生まれた。 

また、プロアクションカフェ形式の話し合いの後に、夜９時から明朝まで徹夜で行われるグループ

ディスカッション「オールナイト作戦会議！」は、プロジェクト実現に向けてそれぞれのアイデアを

出し尽くす濃密な話し合いであり、若い世代の参加者にとっては辛くも楽しい時間となる。この特別

な時間をメンバーと共有し、何らかの答えを出し共有することを通じて、ゼミナール終了後も関係が

継続するような仲間意識の醸成にもつながった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ファシリテーターに関する専門的なスキルと豊富な経験をもつ人材の起用が重要 

「くらしとしごとのワークショップ」では、ファシリテーターとして専門的なスキルや経験をもつ

兼松氏（webマガジン「greenz」編集長）が場の進行を担ったことで、非常に質の高い話し合いを支援

することができた。一方、その後に企業を招待して実施した「アクションプランの発表・検討会（事

業３）」において、参加企業を対象としたワークショップでは、参加者同士による意見交換を行うこと

ができたが、ファシリテーターの役割など明確な定義などができていなかった等により、議論の深ま

りが必ずしも十分ではない面が見受けられた。 

ワークショップ等の話し合いで話し合いの進行や維持、新たな視点の提供等を担うファシリテータ

ーは専門的なスキルを有する人材の配置が必須である。 

 

●多摩信用金庫の信用力とネットワークを活用して企業の参加を促進 

多摩地域で職住近接を実現していくためには、資金はないが起業・創業への高い意欲を持つ若者と

それを応援する企業をつないで実際に仕事にしていく必要があるという課題認識から、ゼミナールを

通じて創出された複数のアクションプランを厳選し、企業を招待して「アクションプランの発表・検

討会」を行った。 

企業の招待にあたっては、多摩信用金庫が有する信用力とネットワークを活用し、地域貢献や地域

活性化が企業の収益につながることが期待できる企業（鉄道等のインフラを担う企業、運送会社、化

粧品会社等）を中心に呼びかけ、参加を得ることができた。 

 

●立ち上がった 15 のアクションプランの自立に向けた支援 

事業終了後も各アクションプランが自立的に継続していけるように、15人のプロジェクトリーダー

に対しては、プロジェクト専用の Facebookページ立ち上げやメンバー同士で次の打ち合わせ日程を決

める等、プロジェクトリーダーを中心にメンバーと次の具体的なアクションにつながる行動を取るよ

うに促した。また、プロジェクトを進める上で困ったときには何時でも相談に来ていいことを伝えた。 

こうすることで、15人のリーダーの自主性を高めるとともに、リーダーの孤立を防ぐことに留意し

た。 



 

 

 

※表中青字下線部の内容は「（１）中間支援の特徴」で詳述 
 

 主な課題 対応・工夫 効果・成果 

 ○多摩地域の活性化 

・地域の課題を住民自らがビジ

ネスの手法で解決する「コミ

ュニティビジネス」は、信頼

をベースにした暮らしやす

いまちづくりや地域経済活

性化の実現に向けて期待が

高まっている。 

○多摩CBネットワークの設立（H21）と様々な

取組の実施 

・「多摩CBシンポジウム（主催：多摩信用金庫・

広域関東圏CB推進協議会）」がきっかけとな

り、参加していた個人、NPO、金融機関、企

業など、多様な主体が集ってネットワークを

設立。 

・メーリングリストを中心に交流し、年１回の

シンポジウムや様々なイベントを実施。 

○関係主体の緩やかなネットワーク

を形成 

・多摩CBネットワークの設立により、

CB に関わる多様な主体の緩やかな

ネットワークが形成され、互いの顔

が見える関係がつくられた。 

○協力先とのつながりが生まれるき

っかけに 

・タウンキッチンが CESAくにたちや

多摩信用金庫とつながるきっかけ

となった。 

 ○若い世代の起業・創業支援の

必要性 

・多摩地域の住職近接を実現す

るために、新たな起業・創業

を支援する取組が必要であ

った。 

○国土交通省の平成24年度モデル事業に選定 

・平成 24 年度の国土交通省モデル事業が公募

されたのを受け、以前より検討・実践してき

た多摩地域での仕事づくりのアイデアをベ

ースにした提案で応募し、モデル事業に選定

され、活動資金が確保された。 

○モデル事業を通じて協力先との関

係を構築 

・これまで面識はあったが、モデル事

業を通じて多摩信用金庫、CESA く

にたちときちんと協力・連携体制を

構築できた。 

 ○若い世代の参加促進 

・事業の課題認識を踏まえ、多

摩地域に住む若い世代の参

加が前提であったため、それ

らにターゲットを絞った参

加促進が課題であった。 

○若い世代に訴求力のある人材の起用とSNSの

活用 

・若い世代の中で人気があり知名度の高い人材

をゼミナールのゲストやメンターとして起

用するとともに、彼ら自身の Facebook ペー

ジを通じてゼミナールの情報を発信。 

○若い世代に響く言葉・デザインの追及 

・周知ツールとしてのチラシ制作では、コピー

ライターやグラフィックアート・デザイナー

とともに、若い世代に響く表現の選定やデザ

インを重視した内容とした。 

○予想を超える若い世代の参加数を

実現 

・定員30名に対して60名の応募があ

り、過半数が多摩地域在住で、全体

の９割近くを 20～30代が占める結

果となった。 

 ○「本気度の高い」参加者の確

保 

・事業の課題認識を踏まえ、若

い世代の参加が前提であっ

たため、若い世代に特化した

参加促進が課題であった。 

○ゼミナールをけん引する参加者の確保 

・既に起業・創業している人材 10 名ほどに参

加してもらえるように調整し、プロジェクト

実現に向けてゼミナールをけん引する参加

者を確保した。 

○アクションプラン創出に寄与 

・起業・創業を経験する参加者が加わ

ったことで、アクションプラン実現

に向けた話し合いを活性化させる

ことに寄与した。 

 ○参加者に当事者意識を持っ

てもらうことが重要 

・事業の課題認識を踏まえ、若

い世代の参加が前提であっ

たため、若い世代に特化した

参加促進が課題であった。 

○参加者の主体性を引き出す話し合いの工夫 

・15名限定で参加者にやりたい事を立候補して

提案してもらい、他の参加者はそれらの提案

を応援する形で、プロアクションカフェ形式

で集中的に議論を行った。 

・夜通しでの議論はメンバー間の関係性を強く

した。 

○事業終了後のアクションをリーダーへ助

言・アドバイス 

・事業終了後もメンバーとの関係を継続できる

ように次回ミーティングの設定や Facebook 

ページの構築等のアドバイスを実施。 

○事業終了後の継続性を確保 

・立候補で提案させたことで提案者に

プロジェクトリーダーとしての主

体性をもたせることができた。 

・事業終了後も協力メンバーとの関係

を継続させる支援を行ったことで、

メンバー間のつながりを継続する

ことができた。 

 ○多摩地域に関わる企業の参

加 

・アクションプランの実現に向

けた企業とのマッチングに

向けて、可能性のある企業の

参画を得ることが課題であ

った。 

○多摩信用金庫のネットワークを活用し、アク

ションプランの発表会への企業の参加を確

保 

・多摩信用金庫の信用力とネットワークを活用

し、地域貢献や地域活性化が企業の収益につ

ながる企業（鉄道会社、運送会社、化粧品会

社等）を中心に呼びかけた。 

○参加企業を確保 
・発表会へ参加する企業の参加を確保
できた。 

○ワークショップの効果が低下 
・企業を対象とする意見交換では、フ
ァシリテーターの役割を明確に定
義できていなかったことから、議論
の深まりが必ずしも充分でない面
があった。 

（２）取組の変遷 

実
施
前
（
～
平
成
23
年
度
） 

実
施
中
（
平
成
24
年
度
） 



 

 

 主な課題 対応・工夫 効果・成果 

 ○起業・創業に重点を置いた支

援の必要性 

・平成 24年度モデル事業では

起業・創業へのきっかけづく

りとしての取組だったが、平

成 25 年度以降はより起業・

創業へ重心を置いた支援が

必要と判断。 

○多摩信用金庫と協同で説明会の実施 

・各種補助金制度に関する説明会を多摩信用金

庫と協働で開催したり、必要に応じてその後

のハンズオン支援も行う等、きめ細やかに起

業・創業を支援。 

○NPO 法人 tadaima！のアイデア事業化に向け

たマッチング支援 

・平成 25 年１月に、ゼミナールでアイデアと

して出された、まえかけと抱っこひもの２

WAY 商品の開発に向けて、多摩信用金庫と連

携してエニシング（愛知県豊橋市でまえかけ

を制作する会社）と NPO法人 tadaima！をマ

ッチング。 

 

 

 

 

 

○商品化が実現 

・マッチングにより商品開発が実現

し、試作的に販売した商品は全て完

売した。 

・NPO法人 tadaima！の新たな事業展

開の支援につながった。 

終
了
後
（
平
成
25
年
度
～
） 



 

 

 

事業実施以前より、多摩 CBネットワークという多摩地域のコミュニティビジネスに関する緩やかな

ネットワークを通じて、タウンキッチン、多摩信用金庫、CESAくにたちはお互いの存在を知っている

状況であった。 

平成 24 年度モデル事業の応募にあたり、タウンキッチンが多摩信用金庫、CESA くにたち等に協力

要請したことがその後の関係構築のきっかけとなった（タウンキッチンの北池氏は東京にしがわ大学

の運営メンバー）。 

事業が終了した平成 25年度以降も必要に応じて連携する関係ができており、多摩信用金庫と協働で

説明会を開催したり、必要に応じてハンズオン支援を行ったりしている。 
 

段階 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）実施体制の変遷 

実
施
前
（
～
平
成
23
年
度
） 

実
施
中
（
平
成
24
年
度
） 

終
了
後
（
平
成
25
年
度
～
） 

タウンキッチン 多摩信用金庫 

タウンキッチン 多摩信用金庫 

 

協力 CESAくにたち 

 

協力 

CESAくにたち 

多摩 CBネットワーク（多摩信用金庫が事務局を務める） 

東京にしがわ大学 

NPO法人 tadaima！ 
20～30代の 

若い世代 

協力 

ゼミナールの開催、アクション

プランの策定支援等 

ゼミナールの 

ノウハウ移転 

タウンキッチン 多摩信用金庫 

 

連携 CESAくにたち 

 

連携 

NPO法人 tadaima！ 

助成金に関する説明会 

の開催、ハンズオン支援 

起業・創業を 

目指す人材 

マッチング支援 



 

 

 

（事業の成果） 

◎新たな「しごとの芽となる」15 のアクションプランが生まれ、１つは商品開発へつながった 

「未来キャンプ」と題した１泊２日の短期集中型のゼミナールを通じて、プロジェクトリーダー

を中心に多摩地域のしごとの芽となるプロジェクトについて意見交換を重ねた結果、15 のアクショ

ンプランが立ち上がった。 

プロジェクトリーダーの一人に NPO法人 tadaima！も含まれており、NPO法人 tadaima！を中心に

話し合った男性の家事や子育て参画を目的とした商品開発のアイデアは、その後、タウンキッチン

と多摩信用金庫の支援により、エニシング（愛知県豊橋市にある前掛け専門店で独自の技術を持つ）

とのマッチングが実現し、まえかけと抱っこひもの両方に使える２WAY商品「WithKids」の開発につ

ながった。 

◎NPO 法人 tadaima！の新たな活動の広がりへ 

事業終了後、NPO法人 tadaima！は、男性目線でとりまとめられた「家事シェア白書」の出版をク

ラウドファンディングで資金を集めて実現し、この白書の結果を踏まえてシンポジウムやワークシ

ョップの開催等に積極的に取り組んでいるなど、活動に広がりが生まれている。 

また、白書の出版を通じて知名度が上がり、ライオン株式会社の事業にアドバイザーとして関わ

る等、多方面からいろいろと声がかかるようになった。 

◎多摩信用金庫、CESA くにたち等とのつながり構築 

タウンキッチンとしても今回の事業を通じて多摩信用金庫や CESAくにたちとの関係づくりができ

たことは大きな成果であり、今後も様々な場面で協力・連携を図っていくことが可能となった。 

事業終了後の平成 25年度には、実際に多摩信用金庫と協働で中小機構の助成金に関する説明会や

ハンズオン支援を行うなど、継続した連携実績も生まれている。 

 

（事業の課題） 

◎継続的なアクションプランのフォローアップ 

事業を通じて生まれた 15のアクションプランについて、実現に向けてさらに何らかの支援を行っ

ていくことが重要であるが、全てのアクションプランのその後をフォローアップできていないため、

継続的な支援のあり方については今後の課題である。 

 

 

 

◎より起業・創業に重点を置いた支援へシフト 

平成 24年度モデル事業では、起業・創業への動機づけという位置づけで１泊２日の単発プログラ

ムで実施したが、実際に起業・創業につなげていくためには長期的な支援が必要になることから、

平成 25年度以降は、より起業・創業支援に重点を置いた支援にシフトしている。 

実際に、平成 25年度には、多摩信用金庫と協働で中小機構の助成金に関する説明会を２回開催し、

必要に応じてハンズオン支援も行っている。 

（４）成果と課題 

（５）今後の展望 



 

 

◎ゼミナールの有料化 

平成 24 年度は無料（食事・宿泊代 7,000 円は参加者負担）でゼミナールを開催しており、今後、

有料化した場合に参加者がさらに参加費を支払ってまで参加するかどうかは難しいところである。

しかし、事業を通じて、起業・創業を支援するひとつの仕組みとしてある程度つくりあげることが

できたことから、ゼミナールのスケジュールや内容の見直し等を図り、有料化を検討していくこと

も中間支援の自立に向けて重要である。 

◎起業・創業後のステップアップを支援していく仕組みの必要性 

起業・創業支援に関して、立ち上げ・初動期に対する助成等の支援は充実しているが、実際に大

変なのは起業・創業後に事業を軌道に乗せていくところである。この部分に対しての支援が不足し

ているのが現状であり、何らかの支援策や仕組みが求められる。 


